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児童虐待等を受けたこどもの安全確保と
権利保障ダイジェスト⑪

児童虐待の現状と課題
児童虐待は、こどもの心身の成長や人格形成に深刻な影響を及ぼす、最も重大な権利侵

害である。児童相談所虐待対応ダイヤル「189」の普及等により児童虐待防止に向けた社
会的認知は高まりつつあるが、2024 年度の児童相談所における児童虐待相談対応件数は
223,691 件に上り、依然として深刻な状況が続いている。
虐待を受けたこどもを安全に保護し、支援につなげることは重要であるが、その過程にお

いてこどもの権利が一定程度制限されてしまう場合がある。この課題に対し、近年は児童福
祉法等の改正を通じて、こどもの権利保障を強化する取組が進められている。本稿では、虐
待等を受けたこどもの安全確保と権利保障をどのように両立しているのかを紹介する。

虐待等を受けた児童への対応
児童虐待が疑われるこどもについて通告があった際、児童相談所はまずこどもの安全確認

を行い、保護者への助言・指導や必要な支援等を進める。虐待のおそれがあるとき等で必要
がある場合には、家庭からこどもを一時的に保護する、「一時保護」を行う場合がある。
従来、こうした一時保護の判断は児童相談所長等の裁量に委ねられており、こどもの最善

の利益を守るためちゅうちょなく行われる必要がある一方、一時的とはいえ、行政の判断に
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73,802 88,931 103,286 122,575 133,778 159,838 193,780 205,044 207,660 214,843 225,509 223,691

+10.6% +20.5% +16.1% +18.7% +9.1% +19.5% +21.2% +5.8% +1.3% +3.5% +5.0% -0.8%

（注）平成22年度の件数は、東日本大震災の影響により、福島県を除いて集計した数値。

児童相談所における児童虐待相談対応件数とその推移

○○全全国国223366かか所所のの児児童童相相談談所所ににおおけけるる令令和和６６年年度度のの児児童童虐虐待待相相談談対対応応件件数数はは  222233,,669911件件。。
※ 対前年度比▲0.8％（1,818件の減少）（令和５年度：対前年度比＋5.0％（ 10,666件の増加））
※ 児童相談所における児童虐待相談対応件数とは、児童相談所が相談を受け、援助方針会議等の結果、児童虐待と判断して指導や措置等を行った件数。

【主な傾向】
・心理的虐待に係る対応件数が依然として最も多く、全体の６割近くを占めている。（令和５年度：134,948 件（59.8％） →令和６年度：133,024 件

（59.5％））
・相談経路は警察等からが最も多く、全体の半数以上を占めている。（令和５年度：116,649 件（51.7％）→令和６年度：115,644 件（51.7％））
・また、近隣・知人からの通告等による対応件数は減少（令和５年度：22,112 件→令和６年度：19,841 件（▲2,271件） ）している一方、

学校からの通告等による対応件数は増加（令和５年度：16,583 件→令和６年度：17,924 件（ ＋ 1,341 件） ）している。

（出典）厚生労働省「福祉行政報告例」を基にこども家庭庁において作成

図表 1-2-44 児童相談所における児童虐待相談対応件数とその推移（2024年度）
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よって親子を分離し、児童の行動の自由等を制限するものであることから、当該一時保護が
法令の趣旨等に照らし適正なものとなっているかについて、中立的な第三者による審査の必
要性が指摘されてきたところである。こうした背景を踏まえ、一時保護の適正性の確保や手
続の透明性を図るため、児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第 66号）によ
る改正後の児童福祉法（以下「令和４年改正児童福祉法」という。）により、「一時保護時の
司法審査」が導入された。これにより、親権者の同意がない場合などには、一時保護前、又
は開始後７日以内に裁判官による審査を受けることが義務化され、2025 年６月からその運
用が開始されている。
司法審査の手続において、こどもや保護者等へ一時保護の理由等を説明するとともに、こ

どもや保護者等の意向を確認し、それも踏まえて審査が行われることとされ、こどもの安全
確保と権利保障の両立が進むこととなった。

一時保護施設の環境整備
一時保護されたこどもは、虐待等による身体的・精神的な傷つきや、強い不安・緊張を抱

えていることが多い。そうしたこどもが入所する場所である一時保護施設は、こどもが安心
安全に過ごし、適切なケアを受けられる環境づくりが不可欠である。
このため、2024 年には一時保護の質を担保するための基準である一時保護施設の設備及

び運営に関する基準（令和６年内閣府令第 27号）が制定され、こども一人一人に応じた個
別ケアや教育・学習支援を行う環境整備が進められている。
具体的には、
•個室の整備
•少人数の家庭的ユニットでの生活
•看護師、心理療法担当職員、学習指導員など専門職の配置
•在籍校への通学支援や施設内での学習支援

などが推進されており、こども家庭庁が自治体の環境整備を財政的に支援している。

こどもの意見を尊重する仕組み
令和４年改正児童福祉法では、こどもの意見聴取の仕組みも整備された。一時保護や施設

入所の決定、自立支援計画（こども本人の自立に向けた目標設定や施設としての支援方針等
を定めたもの）の策定、さらには日常生活の場面等においても、こどもの意向を丁寧に聴き
取り、それを処遇判断に反映させることとしている。
こどもの意向を聴き取る際は、形式的なものとならないよう、こどもの年齢や発達の状況

を踏まえた適切な方法や支援によって意見表明の機会を確保することとしているほか、児童
相談所等から独立した意見表明等支援員が寄り添い、意向を聴き取って関係機関へ伝える仕
組みも導入されており、こどもが安心して声を上げられる環境の整備が進められている。

まとめ
こども自身も「権利の主体」であり、その意向等をきちんと聴き取った上で、適切な支援

を行っていく必要がある。
今後もこども家庭庁として児童虐待等を受けたこどもの安全確保と権利保障を両立できる

ような取組を推進していく。




